
2024年度 政策提案書 
 

Ⅰ 原油価格・物価高騰対策 

1【新】生活困窮世帯、及び農林水産業や医療・福祉施設をはじめとする事

業者へのきめ細かな支援を実施するとともに、自治体が実施する支

援策の財源である地方創生臨時交付金の確保や地方交付税の増額

を政府に働きかけること。 

2【新】 保護者負担を増やさないため、学校給食に対する継続的な財政支援

を行うこと。また、子ども食堂やフードバンクへの公的支援を拡充

すること。 

 

Ⅱ 人権・ジェンダー 

3【新】行政文書や広報について多言語対応を一層進めるとともに、県や県

国際交流協会が実施する在住外国人向けの諸事業について動画配

信を活用するなど、より分かりやすい情報発信に努めること。 

4    いばらきパートナーシップ宣誓制度について、他自治体との更なる

連携協定の促進を図ること。また、ファミリーシップ制度への拡充

について検討すること。 

5   女性の一生涯自立を目指したキャリア教育や、男性の育児家事参加

を含むジェンダー平等に関する教育を推進すること。   

6      県有施設や県立学校のトイレに、生理用品を設置すること。 

 

Ⅲ 医療・保健・福祉 

7【新】 マイナンバーカードによる医療機関での資格確認については、利用

率が低迷し、様々なトラブルも発生している状況に鑑み、2024 年

秋に健康保険証を廃止するのではなく、現行通り使用可能とする



よう政府に対し働きかけること。 

8【新】 地域における質の高い医療提供体制を構築するため、医師を含めた

医療従事者の働き方改革の取り組みに対して本県独自の数値目標

を示した上で、医師確保をはじめとする必要な支援策に取り組む

こと。 

9【新】 県内の看護の質を担保するため、臨床経験豊富な看護職が専任教員

への道を選択できるよう、流動性のあるキャリアプランを描ける

ような看護教育システムの構築に必要な措置を講じること。 

10【新】難病者への支援を拡充するとともに、脳脊髄液減少症などの患者が

県内で診断・治療を行えるよう専門医の確保を行うこと。 

11【新】持続可能な国民健康保険制度とするため、県は財政運営の責任主体

として、財政基盤強化と被保険者の負担軽減に向けた一層の支援

を行うこと。 

12   更なる医師確保のため、医学部の誘致を図ること。また、本県に歯

科大学がないことに鑑み、筑波大学に口腔保健医療の医学的な質の

向上を図るための寄付講座を設置すること。 

13    老朽化した県立中央病院および県立こども病院については、それぞ

れ現在地において早期建て替えを進めること。 

14【新】介護・保育における人材確保や安定的な福祉サービスの提供を図る

ため、処遇改善に必要な措置を継続的に講じること。 

15【新】医療福祉費支給制度について、精神障害者保健福祉手帳 2 級の交付

を受けている方へ対象を拡大すること。ひきこもりや精神障害者等

に対するライフデザインを計画できるよう支援策に取り組むこと。 

 

 



 

Ⅳ 仕事・労働 

16【新】時間外・休日・深夜労働の削減や不払い残業の撲滅など労働基準の

確実な履行のため、県・労働局が連携して厚生労働省通達等の周知

徹底と相談窓口の充実を図ること。また、労働時間の短縮・年次有

給休暇の完全取得などワーク・ライフ・バランス確保に向けた施策

を推進すること。 

17【新】労働者と事業主等との間に生じる労働問題の未然防止と早期解決を

目的として、茨城県社会保険労務士会が実施している総合労働相談

所について、労使双方の利便性を高めるため、県庁舎や合同庁舎な

ど県有施設での実施を検討すること。また、高校生などを対象とし

た労働法に関する出前授業の拡充を図ること。 

18【新】県発注の公共工事において、契約単価や公共工事設計労務単価と著

しく乖離しない賃金が下請事業主や現場労働者に支給されている

かの実態調査を拡充し、その結果を公表するとともに、それに対す

る意見募集を行うこと。また、建設業従事者の健康確保のため、検

診費用などに対する財政支援を行うこと。 

19【新】県の会計年度任用職員について、福利厚生制度を含め、更なる待遇

改善を図ること。また、県出資団体の職員等の賃金や労働条件につ

いては、人事委員会勧告を参酌基準として、世間並みの待遇を確保

すること。 

 

Ⅴ まちづくり・防災 

20【新】県管理河川について、夜間や悪天候時にも水位状況を把握できるよ

う、河川監視カメラの充実など更なる安全対策の強化に取り組むと



ともに、河川改修や浚渫など一層の整備促進を図ること。 

21【新】高齢運転免許証自主返納者等に対する公共交通機関利用優遇制度に

ついて、更なる拡充に努めること。また、公共交通事業者の事業継続

及びＩＣＴ化など公共交通の利便性向上に対する支援を行うこと。 

22【新】住民ニーズの高い地籍調査の早期進捗を図るための予算増額、及び

登記所備付地図作成事業の円滑な取り組みを図るための地元機関へ

の優先発注について政府に働きかけること。 

 

Ⅵ 農林水産・環境 

23【新】環境保全型農業の推進に対する体制整備と支援策を講じるとともに、

環境保全に配慮した農産物の需要喚起のため、県民への理解促進に

取り組むこと。 

24【新】農業の担い手対策強化のため、国の新規就農者育成総合対策を活用

した県の経営発展支援事業について、要件緩和に向けた見直しを図

ること。 

25    有機栽培の農業をさらに推進し、農業者への支援を拡充すること。 

26    太陽光、洋上風力、バイオマスなどの自然エネルギーを一層推進す

るとともに、環境保全や防災対策の観点から、県の「太陽光発電施

設の適正な設置・管理に関するガイドライン」の条例化を図ること。 

 

Ⅶ 教育 

27     家庭環境に関わらず、子どもたちが夢を持ち希望する高校や大学に   

   進学できる茨城型の奨学金制度の創設をはかること。 

28   学校へのデジタル教材やオンライン学習システム導入を充実させ、

すべての子どもたちの学びを支える環境を整備すること。 



29【新】公立学校へのＩＣＴ支援員配置の拡充を図るとともに、市町村が集

中的に整備した機器の更新に係る財政支援を行うこと。 

30【新】保育園や幼稚園等に勤務する栄養士や管理栄養士に対する評価の適

正化を図ること。また、小中学校の栄養士の配置については、原則

1 人の栄養士が 1 校を担当することを基本とする本県独自の配置基

準を設け、十分な給食の献立の作成と食育を実施できるようにする

こと。 

31   学校給食に使用する食材等について、段階的に有機無農薬の食材に

切り替えること。また、遺伝子組み換えおよびゲノム編集された作

物を使わないこと。 

32   特別支援学校の適正な施設整備と教職員確保に努めること。また、

適応指導教室の拡充やフリースクールとの連携などにより、不登校

児童・生徒に対する一層の支援に取り組むこと。 

33   すべての県立学校の学校図書館においてＩＣＴを含めた学習情報

センターとしての環境整備を進めるとともに、司書教諭の授業軽減

を図ったり専任の学校司書を置いたりするなど、更なる学校図書館

の充実を図ること。 

 

Ⅷ 開かれた県政運営 

34   県政の推進にあたってはパブリック・コメント制度を積極的に活用

することで県民の声を可能な限り反映させること。また、行政委員

会や審議会などの開催日程事前告知や会議録・会議資料の公開を推

進することにより、より開かれた県政をめざすこと。 

35【新】重要土地等調査法への対応にあたっては、県民・事業者の財産権や

プライバシーを侵害しないことを基本とすること。 


